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1.　背　　　景
　2014 年 3 月 16 日付で，厚生労働省政局長から，
次のような通知がなされた。
医療法人会計基準について
　医療法人の会計処理については，これまで
「病院会計準則の改正について」（平成 16 年 8
月 19 日医政発 0819001 号厚生労働省医政局長
通知），「介護老人保健施設会計・経理準則の制
定について」（平成 12 年 3 月 31 日老発第 378
号厚生省老人保健福祉局長通知）や企業会計の
基準等を参考に計算書類の作成が行われてきた
が，このたび，四病院団体協議会において「医
療法人会計基準に関する検討報告書」が別添の
とおり取りまとめられたところである。
　当該報告書に基づく医療法人会計基準は，医
療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 50 条の 2 に
規定する一般に公正妥当と認められる会計の慣
行の一つとして認められることから，御了知の
上，特に貴管内の病院又は介護老人保健施設を
開設する医療法人に対して積極的な活用が図ら
れるよう，特段の御配慮をお願いしたい。
　医療法人会計基準……この名称は正式にはこれ
まで医療系財務会計制度に存在するものではない。
意味内容は，医療法人に適用される会計基準のこ
とである。医療法人会計基準を作成する必要があ
るのかどうかという意見はこれまで賛否があった。
各病院団体，日本医師会あるいは厚生労働省など
医療法人を取り巻くさまざまな組織体に多様な立
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ち位置があったからである。
　医療法人会計基準が制定されたが，医療法人に
適用される会計基準についてはこれまで幾度とな
く過去に議論され，いわば先行研究・資料がある。
いわゆる医療法人会計基準の軌跡といってもよい。
　本稿では，医療法人会計基準制定がなされたこ
の機会を認識し，これまでに公表されている資料
等を整理し，読解することを主眼とする。その上
で，今後の医療・介護等を担う医療機関・病院の
財務会計基準の課題や展望を私見として明らかに
したい。
2.　医療法人会計基準にかかわる先行研究等
2.1.　医療法人会計基準にかかわる先行研究等
　医療法人会計基準に関する先行研究，すでに行
われてきた議論，関連成果物として本稿で取り扱
うものは，以下の 4 つである。
　（1）四病院団体協議会「病院会計準則等の見直
しに関して（中間報告）」2002 年 6 月
　（2）厚生労働省特別研究事業報告書「平成 14
年厚生労働特別研究事業の「病院会計準則
と医療法人会計基準の必要性に関する研究
―病院会計準則見直し等に係る研究報告書
―」2003 年 9 月
　（3）厚生労働省令「社会医療法人債を発行する
社会医療法人の財務諸表の用語，様式およ
び作成に関する準則」2007 年 3 月厚生労
働省省令第 38 号，最終改正 2008 年 7 月厚
生労働省令第 127 号
　（4）四病院団体協議会「医療法人会計基準に関
する検討報告書」2014 年 2 月
　本稿では，先行研究・議論のうち，四病院団体
協議会「病院会計準則等の見直しに関して（中間
報告）」2002 年 6 月にかかわる医療法人会計基準
関係について精査してみたい。四病院団体協議会
「病院会計準則等の見直しに関して（中間報告）」
については，医療法人会計基準の議論の発端とも
いえる報告書である。医療法人会計基準を策定す
る必要性を簡単に提起するとともに，医療法人に
かかわる財務諸表のイメージ（案）を記載してい
る点で貴重なものといえる 1）。
2.2.　四病院団体協議会「病院会計準則等の見直
しに関して（中間報告）」
　四病院団体協議会「病院会計準則等の見直しに
関して（中間報告）」（以下，「四病協病院会計中
間報告」と略称する）は，四病院団体協議会が病
院会計準則研究委員会を設置し，検討した結果の
報告書である。基本的には，病院会計準則の見直
しのみを議論する委員会であったが，病院会計準
則研究委員会による議論の過程において「医療法
人会計基準」制定の必要性が認識された 2）。結果
として「四病協病院会計中間報告」は，以下の内
容を取り扱っている。
「四病協病院会計中間報告」の概要
　○病院会計準則見直しの必要性について
　○病院会計準則の性格と位置付け
　○財務諸表体系等の見直しについて
　○病院会計準則・見直し内容
　○最近の企業会計の動向との整合性についての
検討
　○「医療法人会計基準」制定の必要性について
　○主な開設主体における病院会計準則の適用状
況について
　　［資料 1］「病院会計準則」見直しのイメージ
　　［資料 2］「医療法人会計基準」のイメージ
　「四病協病院会計中間報告」では，医療法人会
計基準については，「医療法人会計基準制定の必
要性について」，そして「医療法人会計基準のイ
メージ」のみしか記述されていない。まず，「医
療法人会計基準制定の必要性について」は，以下
のように示されている。
　全病院の 6 割近くを開設する民間病院の中核
的開設主体たる医療法人は，社会保障制度改革
や医療需要の変化等によりその業務内容に大き
な変化が生じている。特に，平成 12 年 4 月に
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施行された介護保険制度の下において介護老人
保健施設の 7 割，訪問看護ステーションの 6 割
についても医療法人が開設・運営するという状
況は事業の多様化を証明している。
　このため，病院会計準則と整合性を持つ「医
療法人会計基準」の制定により医療法人の財政
状態及び経営成績を適正に把握できる基準を明
らかにすることが必要であるとの結論に達した。
　「四病協病院会計中間報告」では，医療法人会
計基準の制定の根拠を医療法人事業の多様化によ
ることにもとめている点に特徴がある。たしかに，
2000 年から介護保険制度が開始され，医療法人
の行う事業は増加したこと事実である。しかし，
その当時は病院事業には病院会計準則，介護老人
保健施設事業には介護老人保健施設の会計準則，
訪問看護（ステーション）事業には訪問看護事業
の会計準則が併行して基準設定されていたことに
なる。言ってみれば，医療法人が基本的に行う事
業の個別事業別（部門別）の会計基準は存在して
いたことになる。「四病協病院会計中間報告」で
は，医療法人会計基準のイメージ作成段階での検
討事項として 8 項目を検討している。
　8 項目とは，以下に示すとおりである。
「医療法人会計基準」のイメージの概要
○「医療法人会計基準」策定の前提
○医療事業と施設別事業
○財務諸表の構成と附属明細表の位置付け
○付帯事業に関する考え方の統一
○収益事業（業務）に関する取扱い
○セグメント情報について
○連結財務諸表について
○小規模医療法人に対する特例措置
3.「医療法人会計基準」のイメージの概要
3.1.　「医療法人会計基準」策定の前提
　「医療法人会計基準」のイメージの概要では，
まず，「医療法人会計基準」策定の前提として次
のように記載している。
　医療法第 52 条において医療法人は，毎会計
年度ごとに貸借対照表及び損益計算書を作成し
なければならないとされており，また，この財
務諸表については債権者保護の観点から，債権
者はいつでも閲覧することができるとされてい
る。医療法人が行う会計処理については，病院
事業及び診療所事業については病院会計準則に
より，介護老人保健施設事業については介護老
人施設会計・経理準則により処理されることが
望ましいとされているが，法人全体を統合した
債権者の閲覧に供する貸借対照表及び損益計算
書の作成基準は制定されていない。医療法人が
行うことができる事業は上記のものに代表され
るが，この他にも附帯事業，限定的であるが特
別医療法人には収益事業も認められており，こ
れらすべての事業を総括した法人全体の財政状
態及び経営成績を，他の医療法人との比較性を
もって提供するためには，統一的な表示基準の
策定が不可欠である。
　病院会計準則や介護老人施設会計・経理準則
は施設会計基準であって，医療法人が一つの施
設のみを開設している場合には，これらの基準
等を適用することで法人全体の姿を表すことが
可能となるが，複数の施設を開設し，複数の事
業を運営している場合には，これら施設会計基
準と整合した法人全体の状況を表すための表示
基準がなければ，比較性をもち，かつ，債権者
保護の趣旨に沿った財務諸表の作成は困難であ
る。
　医療法人会計基準を制定する前段階の流れとし
て，現状においての医療法人の決算の届出，そし
て作成するべき財務諸表について医療法を提示し
記載している。
　また，債権者保護の観点から，医療法人の財務
諸表がいつでも債権者は閲覧できるという記述が
なされている。
　債権者保護という観点からの医療法の法的な立
て付けがどのようになっているかについては検討
する余地があると思われる。
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　医療法人会計基準を制定する論拠を，これまで
に法人全体を網羅する会計基準が存在しなかった
ことにもとめている。基本的にはこれしか論拠が
ないといっても過言ではない。
　医療法人は病院事業，介護老人保健施設事業を
行っているとする。そこでは病院事業は病院会計
準則，介護老人保健施設事業は介護老人保健施設
会計・準則によって処理され，法人全体の作成基
準が存在しないとする。医療法人の中には附帯事
業，そして収益事業を認められている法人もあり，
これらに対しても適切な会計基準が存在しないと
する。
　一法人一施設という場合には現状の会計基準で
の対応が成り立つものの，一法人複数施設の場合
には医療法人全体の適切な姿があらわせないとい
う背景があるとする。
　そうした記載の後には次のような文言が続いて
いる。
　したがって，本章で検討を試みる「医療法人
会計基準」試案（以下「試案」と略称）は，病
院会計準則等の施設会計基準を前提とし，主に
債権者保護のための表示基準としての性格が強
いものとなっている。医療法人以外の公的医療
機関においては，それぞれの開設主体の種類に
より法律等で，または，独自に開設主体全体を
表示するための会計基準が定められており，こ
れに従う形でそれぞれの財務諸表が作成されて
いる。これらのことを考慮すれば，全病院の 6
割近くを開設する医療法人においても統一的な
表示基準の策定が望まれる理由である。表示基
準としての性格に重点をおいたことにより，各
事業の会計処理及び事業に関する詳細な報告様
式は各施設会計基準ないし一般に公正妥当と認
められる会計の基準によることを前提としてい
る。そのため，特に附属明細表における事業別
施設別の明細の記載内容に関して，「試案」で
は詳細な規定は設けていない。
　病院会計準則が一施設の会計基準という位置づ
けをしたうえで，法人に合致する会計基準を示し
ている。
　また，病院等を開設するその他の開設主体はそ
の開設主体全体を示すための会計基準が存在する
とする。
　ただし，あくまで表示基準が今回の医療法人会
計基準にもとめられるものであり，会計処理や報
告基準については施設の会計基準あるいは一般に
公正妥当と認められる会計基準によることを表明
している。
　さらに，今回の報告書における医療法人会計基
準の試案について以下のように記載している。
　また，「試案」は本中間報告で検討された病
院会計準則の見直し試案を全面的に取り入れ，
新たな表示基準を策定した場合のモデルケース
とした。同時に，今後，公的医療機関等に対す
る各種規則等の改定を行う際の参考として活用
されれば，病院における財務諸表の比較可能性
が一層確保されるものと期待している。
　医療法人会計基準の策定にあたっては報告書前
段で記載されている病院会計準則の見直し試案を
全面的に受け入れることを明らかにしている。つ
まり，医療法人という法人としての会計基準を希
求するものの，病院という施設としての会計基準
である病院会計準則を基本線として策定される姿
勢がうかがえる。
3.2.　医療事業と施設別事業
　次には「医療事業と施設別事業」として，法人
の行う事業と病院の行う事業の差異について次の
ように記載している。
　医療機関においては様々な医療サービスを提
供しており，これを類型化し区分表示すること
は有用な会計情報と考えられる。
　この記述にある様々な医療サービスとは，いわ
ゆる医療事業，施設運営事業，附帯事業そして収
益事業を示していると思われる。もちろん，こう
した類型化の下での会計情報は有用であろう。た
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だし，誰にとって有用であるか，どのような点か
ら有用なのかについての議論はされていない。
　この類型化に当たっては，一つの医療法人で
複数の医療施設をもち，また，種類の異なる複
数の医療事業を行っている場合もあり，これら
の状況を開設主体中心の視点に立って何らかの
整理を行う必要が生じる。施設会計基準である
病院会計準則等は，その視点が一施設にあるた
め，その施設が行う中心的な事業によって適用
される会計処理基準が異なる結果となり，異な
る医療事業を並列的に取扱うことは想定してい
ない。
　どのように類型化していくかという問題と，病
院会計準則が一施設の基準であることを前提に，
複数の事業の会計を網羅できないという点につい
て記載している。
　しかし，視点を医療法人に移した場合，複数
の医療事業を並列的に取り扱う必要が生まれ，
施設を中心とした財務諸表を出発点として，類
型化された各医療事業への組替え処理を行い，
法人全体の医療事業をキーとした経営成績が表
示できる形に整理しなければならない。そのた
め，今回の「試案」においては，法人が行う医
療事業を中心とした分類・区分を主とし，施設
ごとの経営成績については，各医療事業を構成
する補足情報としての位置付けを採っている。
　医療法人会計基準の策定であるがゆえに，医療
法人（法人）＞病院（施設）という立ち位置はわ
からないわけではないが，病院という施設ごとの
経営成績については補足情報として取り扱うとい
う記載については理解に苦しむところである。
3.3.　財務諸表の構成と附属明細表の位置付け
　基本的にはこの財務諸表の構成にかかわる項目
から具体的な財務諸表について記載がある。
　「試案」において財務諸表として採用してい
るものは，病院会計準則の見直し試案（以下
「見直し試案」とする。）で示されている貸借対
照表，損益計算書及びキャッシュ・フロー計算
書である。
　医療法人の会計における財務諸表として，貸借
対照表，損益計算書，キャッシュ・フロー計算書
をあげている。病院会計準則が 1961 年の設定当
初から貸借対照表，そして損益計算書を導入して
いたことを鑑みれば，医療法人の会計がそれらを
要求することに何ら不思議はない。
　また，キャッシュ・フロー計算書についても企
業会計が 2000 年 3 月期から連結財務諸表につい
て義務付けた状況からして，非営利組織の会計に
導入しようとしたことは評価される点である。
　現行の病院会計準則で示されている利益処分
計算書又は損失金処理計算書について見直し試
案では，施設基準であることを理由とし，利益
処分概念は法人全体に係るものとしてこれら計
算書を削除し，剰余金計算として損益計算書に
組み込んだ計算構造を採っている。これを医療
法人という開設主体の視点で検討した場合，確
かに利益処分概念自体は法人組織全体に係るも
のであるため，扱うとするならば法人全体の財
務諸表ということになるが，医療法人は剰余金
の配当が禁止されている非営利組織体であり，
そもそも利益処分という概念自体がなじまない
性質のものと考えられる。医療法人の行う剰余
金の処理については，事業年度末において蓄積
された剰余金を，法人外へ配分することではな
く，施設整備，医療機器の整備，医療従事者の
処遇改善等に充てる他，将来の設備投資等に備
え内部留保として目的をもった積立を行うこと
に限られており，この意味においては出資者等
の承認を前提とした剰余金の配分ではなく，あ
くまでも累積剰余金の特定目的化と国庫補助金
等の積立に対する取崩処理を行う会計区分であ
るとの認識が妥当である。したがって，事業年
度末における累積剰余金計算を行う損益計算書
に繋げて，次期繰越剰余金額を計算する区分を
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図表 1　「四病協病院会計中間報告」による医療法人の貸借対照表
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図表 2　「四病協病院会計中間報告」による医療法人の損益計算書
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図表 3　「四病協病院会計中間報告」による医療法人のキャッシュ・フロー計算書
『和光経済』第 49 巻第 1 号26
医療法人会計基準に関する先行研究の整理 27
設けることで，その目的は達成されると考えら
れるため，「試案」においても見直し試案と同
様に利益処分計算書又は損失金処理計算書を財
務諸表としては採用していない。
　以前の企業会計で要求されていた利益処分計算
書，損失金処理計算書ではあるが，医療法人会計
基準においては除外されている。そもそも論から
言って非営利組織体の財務諸表として，こうした
計算書類を提供することは必要とされていないと
理解してよいようにも思われる。
　「四病協病院会計中間報告」で示されている
［資料 2］「医療法人会計基準」のイメージは，総
則や各原則など条文化されたものではなく，財務
諸表のひな型を提示している。医療法人の財務諸
表として，図表 1 に示す貸借対照表，図表 2 の損
益計算書，図表 3 3）のようなキャッシュ・フロー
計算書をイメージし，医療法人に対しての独自の
財務諸表を提起しているという観点から資料価値
は高いと思われる 4）。
【注】
1）	 四病院団体協議会「病院会計準則等の見直しに関して（中
間報告）」2002 年 6 月　http://www.hospital.or.jp/pdf/06_	
20020600_01.pdf　The	last	access	20140217.
2）	 2002 年 3 月より病院会計準則研究委員会の下に「医療法人
会計基準研究分科会」が設置され 3 回の分科会が開催され
ている。
3）	 四病院団体協議会「『病院会計準則等の見直しに関して（中
間報告）』の公表」2002 年 6 月　http://www.hospital.or.jp/
pdf/06_20020600_02.pdf　The	 last	access	20140217.　直接
法によるキャッシュ・フロー計算書のみを提示した。
4）	 これらの財務諸表の説明については別稿で詳細にしたい。
付記　なお，本稿は，文部科学省科学研究費　課題
番号 2638024（研究代表者　井出健二郎）の成果の一
部である。
（2016 年 6 月 22 日　受稿）2016 年 6 月 24 日　受理
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